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汚水処理原価は、有収水量１m³当たりの汚水処理に要した費用であり、汚

水処理にかかる資本費・維持管理費の両方を含めたコストを表した指標です。

本市では約５４１．６０円/m³で、全国平均を上回る値となっております。

２）汚水処理原価
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1．経営戦略の趣旨

2．農業集落排水事業の概要

１）経費回収率

近隣の事業体と経営指標（一部抜粋）にて比較をしました。

経費回収率は、使用料で回収すべき経費をどの程度使用料収入でまかなえているかを

示す指標です。本市では１００％を下回っており、全国平均以下の値となっています。

成田市（以下、「本市」という。）では、公共用水域の水質保全に寄与し、農業集落に

おける生活環境の改善を目的に、農業集落排水事業を実施してきました。また、本市では、

効率的な事業運営を実施するため令和６年４月１日に地方公営企業法を適用し、会計方法

を官庁会計から公営企業会計へ移行しました。

   しかし、人口減少等に伴う使用料収入の減少など、農業集落排水事業を取り巻く環境は

厳しさを増しています。そのため、将来の経営環境を見越した中長期的な視点で計画的な

事業を運営することが求められます。

   本市においても、令和２（２０２０）年度に成田市農業集落排水事業経営戦略を策定し

ておりますが、さらなる農業集落排水事業の経営基盤の強化と財政マネジメントの向上を

目的として、経営戦略を改定し、現況の把握、将来見通し及び課題の抽出とその対策を取

りまとめるものとなります。
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３．将来の事業環境

１）処理区域内人口・水洗化人口
処理区域内人口及び水洗化人口は減少傾向の見通しです。

２）有収水量
有収水量は、水洗化人口の将来値を基に試算しているため、同様に減少傾向で推移する

見通しです。

４．経営の基本方針

１）農業集落排水施設の適正な維持管理
計画的な修繕を実施することで、ライフサイクルコストの低減に努めます。

２）農業集落排水事業の健全経営の確保
農業集落排水事業の健全経営を確保するため、使用料や受益者分担金の未納者への督

促を強化し、増収に努めます。

３）民間活力を活用した効率的かつ適切な維持管理
農業集落排水処理施設の維持管理及び改築に民間活力を活用し、効率的かつ適切な維

持管理に努めます。
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既存の企業債残高は減少していますが、改築事業に伴う新規借り入れにより令和

１２（２０３０）年度以降、再び増える見通しです。企業債償還金対使用料収益比率

は、使用料収入に対する企業債償還金の割合を示す指標であり、１００％を切ること

はなく収入以上の償還金を支払う状態が続く見通しです。

２）企業債残高・企業債償還金対使用料収益比率
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企業債残高 企業債償還金対使用料収益比率

年度

収益的収支は、一般会計繰入金に大きく依存しているため、１０年後の経費回収率は、

 約１３．８％まで下落する見通しで、使用料で回収するべき経費を回収できない状況が

続きます。

１）収益的収支・経費回収率

５．財政収支見通し

243 245
238 238 239

247 252

270
280 

295 
243 245

238 238 239
247 252

270
280 

295 

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

20.6% 20.1% 20.0% 19.6% 19.0%
18.1%

17.3%
15.7%

14.8%
13.8%

0%

10%

20%

30%

40%

-50

0

50

100

150

200

250

300

350

2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035

経
費
回
収
率

収
益
的
収
支
・
純
利
益
 
百
万
円
 

年度

営業収益 営業外収益 収益的支出 純利益 経費回収率

6
5



既存の企業債残高は減少していますが、改築事業に伴う新規借り入れにより令和

１２（２０３０）年度以降、再び増える見通しです。企業債償還金対使用料収益比率

は、使用料収入に対する企業債償還金の割合を示す指標であり、１００％を切ること

はなく収入以上の償還金を支払う状態が続く見通しです。

２）企業債残高・企業債償還金対使用料収益比率

433 

369 

321 

278 294 
314 

489 

561 

689 

766 

291%
276%

222%
207%

178%
163%

134%
120% 120% 119%

2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035
0%

50%

100%

150%

200%

250%

300%

350%

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

企
業
債
償
還
金
対
使
用
料
収
益
比
率

企
業
債
残
高
 
百
万
円
 

企業債残高 企業債償還金対使用料収益比率

年度

収益的収支は、一般会計繰入金に大きく依存しているため、１０年後の経費回収率は、

 約１３．８％まで下落する見通しで、使用料で回収するべき経費を回収できない状況が

続きます。

１）収益的収支・経費回収率

５．財政収支見通し

243 245
238 238 239

247 252

270
280 

295 
243 245

238 238 239
247 252

270
280 

295 

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

20.6% 20.1% 20.0% 19.6% 19.0%
18.1%

17.3%
15.7%

14.8%
13.8%

0%

10%

20%

30%

40%

-50

0

50

100

150

200

250

300

350

2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035

経
費
回
収
率

収
益
的
収
支
・
純
利
益
 
百
万
円
 

年度

営業収益 営業外収益 収益的支出 純利益 経費回収率

5
6



３）使用料単価・汚水処理原価

今後１０年間の使用料単価は、約１３１．２～１３５．９円/m³で推移します。

一方、汚水処理原価は、汚水処理にかかる資本費・維持管理費の両方を含めたコスト

   が上昇すると予測されるため１０年後には９８６．３円/m³まで上昇する見通しで、

汚水処理にかかる費用を使用料収入でまかなえていない原価割れの状態が継続します。
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４）収益勘定における繰入金・使用料

今後１０年間の使用料収入は、約２５百万円～２９百万円まで推移する見通しで

すが、収支均衡を補てんするための一般会計繰入金は増加する傾向です。

48 47 
45 

43 43 
46 

49 

59 

64 

72 

67 68 69 69 
67 

69 70 70 71 71 

29 
28 28 28 

27 27 
26 26 

25 25 

0

10

20

30

40

0

20

40

60

80

100

120

2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035

使
用
料
収
入
（
百
万
円
）

収
益
勘
定
内
の
基
準
内
・
基
準
外
（
百
万
円
）

年度

繰入金基準内 繰入金基準外 使用料収入

87



３）使用料単価・汚水処理原価

今後１０年間の使用料単価は、約１３１．２～１３５．９円/m³で推移します。

一方、汚水処理原価は、汚水処理にかかる資本費・維持管理費の両方を含めたコスト

   が上昇すると予測されるため１０年後には９８６．３円/m³まで上昇する見通しで、

汚水処理にかかる費用を使用料収入でまかなえていない原価割れの状態が継続します。

132.8 133.3 133.8 134.1 134.5 134.8 135.1 135.4 135.6 135.9

644.5 661.7 669.3 685.1 706.5
745.5 781.3

861.1
914.3

986.3

-511.7 -528.4 -535.6 -550.9 -572.0 
-610.7 -646.2 

-725.8 
-778.6 

-850.4 
-1,000

-500

0

500

1,000

1,500

2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035

使
用
料
単
価
・
汚
水
処
理
原
価
 
円
 

年度

使用料単価 汚水処理原価 差額

４）収益勘定における繰入金・使用料

今後１０年間の使用料収入は、約２５百万円～２９百万円まで推移する見通しで

すが、収支均衡を補てんするための一般会計繰入金は増加する傾向です。

48 47 
45 

43 43 
46 

49 

59 

64 

72 

67 68 69 69 
67 

69 70 70 71 71 

29 
28 28 28 

27 27 
26 26 

25 25 

0

10

20

30

40

0

20

40

60

80

100

120

2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035

使
用
料
収
入
 
百
万
円
 

収
益
勘
定
 
の
基
準
 
・
基
準
外
 
百
万
円
 

年度

繰入金基準 繰入金基準外 使用料収入

7
8



農業集落排水事業では、汚水処理に係わる経費は使用料収入を充てることが基本と

されています。しかし、令和６（２０２４）年度における経費回収率は約２４％であり、

汚水処理に係る経費を使用料収入でまかなえていない原価割れの状態にあります。今後、

経営環境がより厳しくなることが想定されるため、財源の確保に向けた取組を行う必要

があります。

６.農業集落排水事業の課題

全国的な傾向と同様に本市でも、人口減少に伴う汚水量の減少が予測されます。有

収水量は、令和７（２０２５）年度時点の約２３１千m³から、令和１７（２０３５）

年度には、約１８６千m³まで減少する見通しであり、既存施設では施設能力が過大と

なる可能性があります。

本市では、農業集落排水事業に従事する職員数は３名であり、人員の確保に加え、次

世代へのノウハウの継承が課題として挙げられます。

   また、現状では、経営面から見た技術的課題が十分に認識されず、その解決策につい

ても、単独で検討することが困難となる可能性があるため、民間活力の導入についても

検討を進める必要があります。

１）経費の削減

２）財源の確保

３）人員及び技術力の確保

７.財政健全化に向けた取組

１）投資についての取組

①.投資の平準化に関する事項

農業集落排水事業は、供用開始から２６年が経過しており、施設の老朽化等に伴い

改築が必要と考えられることから、令和元（２０１９）年度に機能診断を実施し、管

渠やマンホールポンプ、処理場全体を網羅した修繕・改築等の機能保全コストを算定

しています。

②.広域化・共同化・最適化に関する事項

事務の共同化の実例があるため、全国的な動向を今後も注視していきます。

③.民間活力の活用に関する事項

具体的な予定はありませんが、改築事業を含めた先行事例を調査していきます。

２）財源についての取組

①.使用料収入の見直しに関する事項

当面は現行の使用料体系を継続しますが、将来的には物価上昇等による経費の増大や

人口減少に伴う使用料減収が見込まれることから、必要に応じて使用料の見直しを検討

します。

②.資産活用に関する事項

農業集落排水事業に係るそのほかの資産または資源の活用例等はありませんが、今後

は他団体の先行事例を注視し、必要に応じて資産の有効活用を検討します。
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３）投資以外の経費についての取組

①.民間活力の活用に関する事項

（包括的民間委託等の委託、指定管理者制度、PPP/PFIなど）

現在の維持管理業務では、処理場やマンホールポンプ場の保守点検を民間事業者

に単年度契約で委託しているところですが、さらに次に示すような包括的民間委託

の導入の可能性を検討します。

・動力費や修繕費等も含めた性能発注による委託

・処理場やマンホールポンプの維持管理に管渠の維持管理も含めた一体的な委託

②.職員給与費に関する事項

適正な職員数の確保に努めます。

③.動力費に関する事項

動力費低減のため、設備更新時に省電力設備を導入することを検討していきます。

④.薬品費に関する事項

薬品費は処理水の滅菌のため次亜塩素酸ナトリウム購入費があり、今後も同程度で

推移すると見込んでいます。

⑤.修繕費に関する事項

ライフサイクルコストの抑制による修繕費の適正化を図ります。

⑥.委託費に関する事項

委託料の大部分は処理場及びマンホールポンプ場の清掃委託料、設備保守点検委託

料、遠方監視システム管理等委託料が占めており、今後も同程度で推移すると見込ん

でいます。

４） 今後の経営目標

①.経営目標の設定

経営指標の一つである経費回収率や汚水処理原価を比較すると、本市農業集落排水

事業は平均水準を下回っており、一定の経営水準は維持できていない状況です。

収益的収支については、人口減少、高齢化の進行等の要因から使用料収入の減少が

 見込まれるため、一般会計からの繰入金に依存する状態が続くと想定されます。

また、使用料については、多少の値上げを反映したとしても、収益改善には繋がら

 ず、大幅な赤字が継続するという予測となります。

     資本的収支については、施設・設備の老朽化に伴う改築・更新事業への投資等の支

出が今後も見込まれます。

    以上の課題を踏まえ、今後の経営目標として以下の２つを設定します。

ⅰ 経費回収率の向上

ⅱ 一般会計からの繰入金の抑制

   ②.目標達成に向けた検討

目標達成に向け、以下のことについて検討します。

ⅰ 使用料収入の確保

使用料未納者への督促の強化や口座振替の促進などにより収納率の向上を図ります。

また、維持管理経費の節減や農業集落排水施設のあり方について十分な検討を行った

うえで、必要に応じ使用料の改定について検討します。

ⅱ 民間活力の活用及び資産活用

農業集落排水施設の維持管理に民間活力を活用し、効率的かつ適切な維持管理に努

めるとともに、委託業務の見直しにより経費節減を図ります。また、包括的民間委託

について導入の可能性を検討します。

汚泥の再利用や太陽光パネルの設置など、資産活用の可能性について検討します。

ⅲ 施設のダウンサイジング

計画人口と実際の定住人口の間に大幅な余裕がある処理場について、機能の縮小を

検討します。
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５）経費回収率の向上に向けたロードマップ

年      度        容

令和 8 年度 経営戦略の検証（モニタリング）、施設監視計画の作成

令和 9 ～11年度
施設維持管理計画の作成、方針（維持継続、統合、ダウンサイジング、
合併処理浄化槽への転換）の決定

令和 １2 年度 経営戦略の改定

令和 １3 年度以降 経営戦略の検証（モニタリング）

令和 １7 年度 経営戦略の改定

８．計画の事後検証

本計画の事後検証として、経営比較分析表の各指標を活用し、毎年度事業の進捗を確認

するとともに、近隣や類似事業体との比較を行うことで、経営状況の的確な把握と利用者

への公開に努めることとします。

   また、ＰＤＣＡサイクル（計画策定（Plan）－事業実施（Do）－検証（Check）－改善

（Action））を実践し、経営戦略の実施状況の確認・検証を行います。

   本計画の有効期間を５年間とし、令和１２（２０３０）年度には、経営戦略の見直しを

行うこととします。

▪ 目標達成に向けた事業実施

▪他計画との整合

▪経営戦略の策定、改定

▪各年度の予算編成

▪経営指標等を活用した評価

と検証

▪ 事業の改善

▪ 計画の見直し

Plan

計画

Do

実践

検証
Check

改善
Action

成田市農業集落排水事業経営戦略
発行 成田市 編集 土木部下水道課
〒286－8585 成田市花崎町760 TEL ０４７６－22－1111
発行日 ２０２６．３  登録番号 成下２５－０３７

ⅳ 処理施設の統合

地理的に近接している処理 管渠を接続し、処理場を一部廃止する処理施設の統合

については、令和４年度策定の成田市汚水適正処理構想において、統合しない方が経

済的に有利と判定されています。そのため、機能の縮小を検討した結果を踏まえ、必

要な場合には再検討を行うものとします。

ⅴ 集合処理が著しく非効率である処理 を対象とした合併処理浄化槽への転換

主として、家屋が散在しており、集合処理が著しく非効率である処理 を対象に、

合併処理浄化槽への転換の可能性について検討します。
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